
証券コード1893

平成24年６月７日

株 主 各 位
東京都文京区後楽二丁目２番８号

取締役社長 村 重 芳 雄

第62期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第62期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行

使書用紙に賛否をご表示いただき、平成24年６月27日（水曜日）午後６時までに到着

するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記
1. 日 時 平成24年６月28日（木曜日）午前10時

2. 場 所 東京都文京区後楽二丁目２番８号

当社本店 11階会議室

3. 株主総会の目的事項

報告事項 1. 第62期（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査

結果報告の件

2. 第62期（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日）計算書類報

告の件

決議事項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役10名選任の件

第３号議案 監査役２名選任の件

　 以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場
合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.penta-ocean.co.jp/）に
掲載させていただきます。
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(添 付 書 類)
事 業 報 告

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度のわが国経済は、東日本大震災で被害を受けたサプライチェー

ンの復旧により生産の回復が見られましたが、欧州債務問題による世界経済の減

速や長引く円高水準の影響等により、景気回復の動きが本格化するには、時間が

かかる状況でした。

　当連結会計年度の国内公共投資につきましては、東日本大震災の復旧・復興の

ために編成された補正予算の執行が顕在化し、増加が見込まれる状況となりまし

た。住宅投資につきましては、震災直後の落ち込みがありましたが、首都圏を中

心に回復の動きが見られました。また、民間設備投資につきましては、サプライ

チェーンの復旧需要等がありましたが、不透明な景気動向を反映し、低水準で推

移しました。一方、当社グループの海外における主要市場であるシンガポール、

香港等の東南アジアでは、社会資本整備を中心に引き続き建設投資は堅調に推移

しました。

　このような経営環境の中、当社グループは、「臨海部ナンバーワン企業」として

成長していくことを目指し、中期経営計画（2011～2013年度）の達成に向け、取

り組んでまいりました。

　当連結会計年度の連結業績は、売上高は3,280億円（前連結会計年度比8.5％

増）、営業利益は89億円（同8.2％減）となりましたが、営業外収支の改善により

経常利益はほぼ前連結会計年度並みの74億円となりました。また、特別損益は改

善しましたが、税制改正に伴う法人税等調整額の増加等により、当期純利益は16

億円（同25.0％減）となりました。
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　 事業セグメント別の概況は次の通りです。

(国内土木事業)

　売上高は1,185億円となり、営業利益は73億円となりました。

　当社個別の受注高については、官庁工事が45億円増加し、民間工事も87億円増

加したことにより、133億円増加し1,084億円となりました。

　主な受注工事、完成工事は次の通りです。

○主な受注工事

中国四国防衛局 ： 岩国飛行場(H23)駐機場(B)等舗装工事

宮城県 ：
平成23年度県債23港災第5－A01号
中島15,000ｔ岸壁外災害復旧工事

仙台市荒井東土地区画整理組合 ：
仙塩広域都市計画事業 仙台市荒井東土地区画整理事業
下 水 道 ・ 整 地 他 工 事 ( 単 独 )

○主な完成工事

関東地方整備局 ： 357号湾岸千葉地区改良その5工事

九州地方整備局 ： 東九州道（清武～北郷間）芳ノ元トンネル新設工事

ひびきエル・エヌ・ジー株式会社 ： ひ び き Ｌ Ｎ Ｇ 基 地 浚 渫 工 事

(国内建築事業)

　売上高は1,151億円となり、営業損失は12億円となりました。

　当社個別の受注高については、官庁工事が101億円減少しましたが、民間工事が

215億円増加したことにより、113億円増加し1,015億円となりました。

　主な受注工事、完成工事は次の通りです。

○主な受注工事

医療法人綮愛会 ： 石 川 病 院 移 転 新 築 工 事

蒲郡市 ： 蒲 郡 競 走 場 施 設 改 善 工 事

株式会社大創産業 ： 久 喜 物 流 施 設 新 築 工 事
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○主な完成工事

株式会社ゴールドクレスト ： (仮称)クレストフォルム矢向Ⅱ新築工事

株式会社ＴＥＲＡＳＯ ： (仮称)ハーミットビルプロジェクト第1期工事

福山通運株式会社 ： 藤 沢 流 通 セ ン タ ー 新 築 工 事

(海外建設事業)

　売上高は837億円となり、営業利益は34億円となりました。

　当社個別の受注高については、シンガポールにおいて陸上土木、建築の大型工

事を受注しましたが、35億円減少し、864億円となりました。

　主な受注工事、完成工事は次の通りです。

○主な受注工事

ダイアロググループ社・ボパックアジア社・ジョホール州 ： ジ ョ ホ ー ル 埋 立 浚 渫 工 事

シンガポール政府 ： 地 下 鉄 933 工 区

○主な完成工事

ディオチザン女学院 ： 女 学 院 建 設 工 事

嶺南大学 ： 嶺南大学校舎・学生寮建設工事

(国内開発事業)

　売上高は26億円となり、営業損失は４億円となりました。

(その他の事業)

　造船、機器リース、物品販売等を主な内容とするその他の事業につきましては、

売上高は120億円となり、営業利益は17百万円となりました。
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　当社グループの事業のセグメント別売上高及び営業利益

（単位：百万円）

区 分 売上高（前期比） 営業利益(△損失)(前期比)

国内土木事業 118,538（ △2.9％） 7,328（△26.2％）

国内建築事業 115,188（ 28.8％） △1,284（ －）

海外建設事業 83,715（ 1.7％） 3,499（ 31.5％）

国内開発事業 2,621（ 55.9％） △447（ －）

その他の事業 12,064（ 11.8％） 17（△98.0％）

計 332,129（ 8.4％） 9,114（ △6.7％）

消 去 △4,124（ －） △131（ －）

合 計 328,004（ 8.5％） 8,982（ △8.2％）

　当社の受注高・売上高・繰越高

（単位：百万円）

区 分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

建

設

事

業

国内土木 86,073 108,477 109,452 85,098

国内建築 110,056 101,561 113,484 98,133

海 外
( 164,220)

163,062
86,474 83,017 166,518

計
( 360,350)

359,192
296,512 305,955 349,749

開発事業等 207 2,620 2,621 205

合 計 ( 360,557)
359,399

299,133 308,576 349,955

(注) 前期繰越高の上段（ ）内表示額は前期における次期繰越高を表し、下段表示
額は当期において外国為替相場が変動したため、前期繰越高を修正したもの
です。

　(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は11,772百万円で、主な

ものは、船舶の新設及び土地の取得によるものです。

　総額のうち2,353百万円は、当社が建造を進めております大型自航式ポンプ浚渫

船、1,805百万円は、多目的自航式起重機船への投資額です。なお、多目的自航式

起重機船の完成は平成24年６月を予定しております。
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　(3) 資金調達状況

　当社は、運転資金の安定的かつ機動的な調達を行うため、平成22年７月に、総

額300億円のシンジケーション方式による長期コミットメントライン契約（契約期

間２年間）を23の金融機関と結んでおります。

　また、資金調達の多様化・安定化の一環として、平成23年10月に発行総額100億

円の第１回無担保社債（償還期限：平成26年10月24日）を発行しました。

　なお、当連結会計年度に、新株の発行による資金調達はありませんでした。

　(4) 対処すべき課題

　国内建設市場の見通しの内、公共事業につきましては、厳しい財政状況ではあ

りますが、東日本大震災の復旧・復興対策のほか防災、エネルギー・環境、国際

競争力の強化など、重点分野における国家プロジェクトに予算が配分される見込

みです。また、民間需要につきましては、徐々に回復してくるものと予想されま

す。海外の建設市場につきましては、当社グループの主要市場である東南アジア

では、社会資本整備などへの投資は引き続き堅調に推移するものと考えられます。

　このような市場環境の中、当社グループは、技術力・業務品質を高め、競争力

を強化することが課題であると考えております。また、多様化するリスクに対す

る意識を高め、リスクマネジメントを強化することも課題であります。さらに、

コスト競争に勝つために、事業内容の選択と集中、限られた経営資源の再配分を

行って効率を高めること、将来の成長のために建設業周辺の新規分野へ進出する

ことも課題であると考えています。

　当社グループは、変化する経営環境の中、「臨海部ナンバーワン企業」として成

長していくための経営課題を克服し、中期経営計画（2011～2013年度）の達成に

向け、取り組んでいます。

■中期経営計画（2011～2013年度）

●目指す企業像

「臨海部ナンバーワン企業」

ゼネコンモデルからコア事業集積モデルへの転換

●基本経営方針

１.事業量の維持

２.競争力の構築

３.業務品質のさらなる向上

４.新規分野への進出と設備投資

５.経営基盤の強化
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●東日本大震災の復旧・復興に対する方針

安心・安全な生活に必要な社会資本の建設という建設業の本業を通じて、

東日本大震災の復旧・復興に五洋グループ全体で尽力する。

●基本施策

　１.事業量の維持

①事業量の維持

②事業の方向性

・海上土木：利益の最大化、将来プロジェクトへの先行的取り組み

・建 築：地域、分野の絞り込み、競争に勝てる体質作り

・海 外：拠点国（シンガポール、香港、ベトナム）を中心に緩やかに

拡大

・新規分野：事業化が可能なものを３年以内にスタート

２.競争力の構築

①技術による競争力の構築

②施工能力増強による競争力の構築

③トータルコスト競争に負けない体制の構築

３.業務品質のさらなる向上

①技術力の強化

②人材育成と組織の活性化

③間接部門の統合による業務効率の向上と直間比率の見直し

④海外リスクに対する管理システムの強化

４.新規分野への進出と設備投資

①建設施工の請負業から周辺領域への拡大

②施工能力強化のための継続的な設備投資

③異業種、研究機関との積極的連携

５.経営基盤の強化

①自己資本比率の向上

②保有資産の有効活用と着実な売却

③有利子負債の継続的削減と資金調達の多様化・安定化
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　 中期経営計画（2011～2013年度）初年度実績および主要連結数値の目標

【連結】
平成23年度

実績
平成24年度

予想
平成25年度

目標

業績指標

売上高 3,280億円 3,470億円 3,270億円

営業利益 89億円 85億円 105億円

経常利益 74億円 66億円 84億円

当期純利益 16億円 17億円 26億円

EPS（1株当たり当期純利益） 5.67円 5.95円 ９円以上

財務指標

自己資本比率 20.0% 22%以上 23%以上

有利子負債残高 811億円 722億円以下 672億円以下

Ｄ／Ｅレシオ 1.3倍 1.1倍以下 1.0倍以下
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　(5) 財産及び損益の状況の推移

　 ① 企業集団の財産及び損益の推移

区 分
平成20年度
第59期

平成21年度
第60期

平成22年度
第61期

平成23年度
第62期

建 設 受 注 高 (百万円) 334,235 270,184 286,687 307,005

売 上 高 (百万円) 398,485 324,781 302,256 328,004

経 常 利 益 (百万円) 7,073 7,733 7,431 7,448

当期純利益(△純損失) (百万円) △3,336 1,746 2,163 1,622

１株当たり当期純利益(△純損失)(円) △13.58 7.11 8.50 5.67

総 資 産 (百万円) 339,587 294,245 286,224 311,917

純 資 産 (百万円) 53,827 54,465 60,460 62,385

　 ② 当社の財産及び損益の推移

区 分
平成20年度
第59期

平成21年度
第60期

平成22年度
第61期

平成23年度
第62期

受 注 高 (百万円) 317,829 257,950 276,936 299,133

売 上 高 (百万円) 366,553 297,437 279,373 308,576

経 常 利 益 (百万円) 7,081 7,848 6,778 7,598

当期純利益(△純損失) (百万円) △3,116 2,227 1,924 2,083

１株当たり当期純利益(△純損失)(円) △12.68 9.07 7.56 7.29

総 資 産 (百万円) 308,077 274,732 268,403 293,775

純 資 産 (百万円) 47,338 50,043 55,859 58,270

(注) 1. 企業集団の財産及び損益の推移における受注高については、開発事業及び

その他の事業における受注の定義が企業集団内の各社で異なり、また、金

額も僅少であるため、建設受注高のみ記載しております。

　 2. 第61期は公募並びに第三者割当による新株発行により、純資産が増加して

おります。また、発行済株式総数は286百万株となりました。
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　(6) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出資比率

主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

五 栄 土 木 株 式 会 社 200 100
土木・建築工事の設計施工、
建設用資機材の保有及びリース

洋 伸 建 設 株 式 会 社 66 100
土木・建築工事の設計施工、
建設用資機材の保有及びリース

ペンタビルダーズ株式会社 50 100
建 築 工 事 の 設 計 施 工、
建設用資機材の保有及びリース

警 固 屋 船 渠 株 式 会 社 30 100 船舶の製造・修理及び販売

　当社グループは、当社と上記の重要な子会社４社を含む連結子会社24社及び関

連会社３社から構成されています。当連結会計年度中に、海外で保有する船舶の

持船会社１社をパナマに設立し、連結子会社といたしました。また、連結子会社

である香港所在の不動産開発・販売会社１社、パナマ所在の船舶持船会社５社、

船舶管理会社２社及び国内で建設機械賃貸等を営む関連会社１社を清算いたしま

した。

　(7) 主要な事業内容

事 業 名 事 業 内 容

国 内 土 木 事 業
国 内 建 築 事 業
海 外 建 設 事 業

主な事業会社である当社は、建設業法による特定建
設業者（特-19）第1150号として国土交通大臣の許
可を受け、土木、建築ならびにこれらに関連する事
業を行っております。

国 内 開 発 事 業

主な事業会社である当社は、宅地建物取引業法によ
り宅地建物取引業者（11）第1635号として国土交通
大臣の許可を受け、不動産に関する事業を行ってお
ります。

そ の 他 の 事 業
主として子会社において、建設資材の販売、機器リ
ース及び造船事業、環境関連コンサルタント事業等
の事業活動を展開しております。

　(8) 主要な営業所など（平成24年３月31日現在）

　 ① 当社

　 本 店：東京都文京区後楽二丁目２番８号

支 店：札 幌 支 店（札幌市） 東 北 支 店（仙台市）

北 陸 支 店（新潟市） 東京土木支店（東京都文京区）

東京建築支店（東京都文京区） 名古屋支店（名古屋市）

大 阪 支 店（大阪市） 中 国 支 店（広島市）

四 国 支 店（松山市） 九 州 支 店（福岡市）
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　 技術研究所：栃木県那須塩原市

海外事業所：シンガポール営業所 香 港 営 業 所 インドネシア営業所

マレーシア営業所 エジプト営業所 ベ ト ナ ム 営 業 所

コ ロ ン ボ 事 務 所 バンコク事務所 ド バ イ 事 務 所

デ リ ー 事 務 所

　 ② 重要な子会社

五 栄 土 木 株 式 会 社 本店（東京都江東区）

洋 伸 建 設 株 式 会 社 本店（広島市）

ペンタビルダーズ株式会社 本店（東京都台東区）

警 固 屋 船 渠 株 式 会 社 本店（広島県呉市）

　(9) 従業員の状況（平成24年３月31日現在）

　 ① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

人 人

2,924 減 30

　 ② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比
増 減

平均年齢
平均勤続
年 数技 術 事 務 計

人 人 人 人 才 年

1,919 472 2,391 増 1 42.4 18.7

(10) 企業集団の主要な借入先（平成24年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 額 残 高

百万円

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 14,024

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 6,740

株 式 会 社 広 島 銀 行 5,910
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2. 会社の株式に関する事項（平成24年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 599,135,000株

(2) 発行済株式の総数 285,911,339株 ※自己株式102,571株を除く

(3) 株主数 47,853名（前期末比 1,286名増）

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率

千株 ％

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口） 17,446 6.1

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 13,691 4.8

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 7,059 2.5

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 6,656 2.3

株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 6,113 2.1

ジ ユ ニ パ ー 4,410 1.5

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 3,934 1.4

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口９） 3,861 1.4

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 3,470 1.2

五 洋 建 設 従 業 員 持 株 会 3,410 1.2

(注) 持株比率は、自己株式（102,571株）を控除して計算しております。

　(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等

　 平成24年３月31日における取締役及び監査役は次の通りです。

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 村 重 芳 雄 社団法人日本埋立浚渫協会 会長

代 表 取 締 役 津 田 映 執行役員副社長

取 締 役 井 田 潔 志 執行役員副社長

取 締 役 近 藤 浩 右 専務執行役員 土木部門長 兼 土木部門土木営業本部長

取 締 役 滝 本 義 久 常務執行役員 安全品質環境本部長

取 締 役 山 下 純 男 常務執行役員 建築部門長 兼 建築部門建築営業本部長

取 締 役 佐々木 邦 彦 常務執行役員 経営管理本部長

取 締 役 塩 谷 愼

常 勤 監 査 役 俵 輝 美

常 勤 監 査 役 黒 川 薫

常 勤 監 査 役 笹 野 真 民

監 査 役 亀 山 和 則 財形信用保証株式会社 代表取締役社長

(注) 1. 取締役のうち、塩谷愼氏は、会社法に定める社外取締役です。

2. 監査役のうち、黒川薫氏、笹野真民氏、亀山和則氏は、会社法に定める社

外監査役です。

3. 取締役のうち塩谷愼氏、監査役のうち黒川薫氏、笹野真民氏、亀山和則氏

は、当社が上場する金融商品取引所の定める独立役員として届け出ており

ます。

4. 当事業年度中の監査役の異動は次の通りです。

監査役川本宏祐氏は、平成23年6月29日に辞任により退任いたしました。
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　当社は執行役員制度を導入しており、平成24年３月31日における執行役員は次

の通りです。

役 位 氏 名 担当・役職

※執行役員社長 村 重 芳 雄

※執行役員副社長 津 田 映
営業担当 兼 安全品質環境担当
兼 事務担当 兼 国際担当

※執行役員副社長 井 田 潔 志 営業担当 兼 安全品質環境担当

※専務執行役員 近 藤 浩 右
土木部門長 兼 土木部門土木営業本部長
兼 技術研究所担当 兼 2020事業室担当 兼 技術戦略室長

専務執行役員 岡 部 憲 一 土木部門担当 兼 総合評価担当
専務執行役員 原 田 泰 明 東京土木支店長
常務執行役員 中 伸 好 建築部門担当
常務執行役員 大 内 久 夫 土木部門担当
常務執行役員 髙 野 一 男 土木部門担当

※常務執行役員 滝 本 義 久 安全品質環境本部長 兼 総合監査部担当
常務執行役員 齋 藤 雅 文 建築部門担当

※常務執行役員 山 下 純 男
建築部門長 兼 建築部門建築営業本部長
兼 購買部担当

常務執行役員 河 内 政 巳 土木部門土木本部長 兼 安全品質環境担当
常務執行役員 伊 藤 峰 夫 土木部門担当
常務執行役員 柿 本 泰 二 国際事業本部長

※常務執行役員 佐々木 邦 彦 経営管理本部長 兼 CSR推進室長 兼 人事部担当
常務執行役員 荒 木 正 美 四国支店長

常務執行役員 都 甲 明 彦
国際事業本部副本部長 兼 シンガポール営業所長
兼 国際事業本部ワールドオペレーションセンター長

常務執行役員 北 川 隆 土木部門担当
執 行 役 員 西 村 清 和 東京建築支店副支店長

執 行 役 員 中 山 信 也
建築部門都市開発本部長
兼 建築部門建築営業本部副本部長

執 行 役 員 中 田 隆 志 札幌支店長
執 行 役 員 長 富 理 中国支店長
執 行 役 員 中 澤 貴 志 大阪支店長
執 行 役 員 小 林 義 和 建築部門担当
執 行 役 員 平 林 修 土木部門担当
執 行 役 員 柳 田 良 一 東北支店長
執 行 役 員 坪 崎 裕 幸 建築部門建築本部長 兼 安全品質環境担当
執 行 役 員 清 水 琢 三 名古屋支店長
執 行 役 員 清 水 豊 和 建築部門担当
執 行 役 員 宮 園 猛 東京建築支店長
執 行 役 員 下 石 誠 九州支店長
執 行 役 員 村 山 正 純 土木部門担当
執 行 役 員 越 智 修 東京土木支店副支店長
執 行 役 員 中 満 祐 二 東京建築支店副支店長
執 行 役 員 植 田 和 哉 土木部門土木営業本部副本部長 兼 2020事業室長

(注) 1. ※は取締役兼務者です。
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2. 当事業年度中の執行役員の異動は次の通りです。
（1）平成23年４月１日に、岡部憲一氏、原田泰明氏が専務執行役員に、佐々

木邦彦氏、荒木正美氏、都甲明彦氏が常務執行役員に、越智修氏、中満

祐二氏、植田和哉氏が執行役員に就任しました。

（2）平成23年６月29日に、北川隆氏が常務執行役員に就任しました。

（3）平成24年３月31日に、齋藤雅文氏が常務執行役員を、中田隆志氏が執行

役員を退任いたしました。

　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

取締役及び監査役の報酬の額は次の通りです。

取締役 ８人 196百万円 （うち社外取締役 １名 7百万円）

監査役 ５人 50百万円 （うち社外監査役 ３名 29百万円）

(注)1. 監査役の支給人員と支給額には期中に退任した監査役１名を含めておりま
す。

2. 上記報酬のほか、下記の報酬を支給しております。
当社は平成19年５月に役員退職慰労金制度を廃止し、平成19年６月28日開
催の第57期定時株主総会終結後引き続き在任する取締役及び監査役に対し
ては、平成19年６月までの在任期間に対応するものとして退職慰労金を各
氏の退任時に贈呈することを決議しました。これに基づき、退任した監査
役１名に対し５百万円の退職慰労金を支給しております。

当社の役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針は次の通りで

す。

当社は、業績と報酬が連動する役員業績評価制度を導入しており、将来の
売上高の指標となる建設事業の受注高、現状の収益性の指標となる営業利益、
企業価値の指標となる当社株価等を客観的評価項目とするとともに、定性的
な個人の業績評価を加味して決定しております。

　(3) 社外役員に関する事項

　 ① 重要な兼職先と当社との関係

氏名 兼職の状況

亀 山 和 則（社外監査役） 財形信用保証株式会社 代表取締役社長

(注) 社外監査役亀山和則氏が兼職している他の法人等と当社の間に、重要な関係は
ありません。
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　 ② 主な活動状況

氏 名 主 な 活 動 状 況

塩 谷 愼
当事業年度に開催した取締役会23回中23回に出席し、議案審議
等に必要な発言を適宜行いました。

黒 川 薫
当事業年度に開催した取締役会23回中23回に、監査役会13回中
13回に出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行いました。

笹 野 真 民
当事業年度に開催した取締役会23回中23回に、監査役会13回中
13回に出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行いました。

亀 山 和 則
当事業年度に開催した取締役会23回中23回に、監査役会13回中
13回に出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行いました。

　 ③ 責任限定契約の内容の概要

当社は、定款の規定に基づいて、社外役員との間に、社外役員の損害賠償責
任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度
額は、会社法第425号第１項に定める最低責任限度額としております。

5. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

　 新日本有限責任監査法人

　(2) 当事業年度に係わる会計監査人の報酬等の額

報酬等の額

①当社の当事業年度に係わる会計監査人の報酬等の額 95百万円

　 公認会計士法第２条第１項の業務に係わる報酬等の額 93百万円

公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係わる報酬等の額 1百万円

②当社及び当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 95百万円

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人の監
査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を明
確に区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないため、これらの合計
額をそのまま記載しております。

2. 当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業

務（非監査業務）として、主にコンフォート・レター作成業務について、

対価を支払っております。

3. 報酬等の額は、消費税等抜きの金額で記載しております。

　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会計
監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、監
査役会の合意または請求により、会計監査人の解任または不再任に関する議題を
株主総会に提案します。
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6. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　 その他の業務の適正を確保するための体制

　当社は、会社法第362条第５項に従い、平成18年５月８日開催の取締役会におい

て、業務の適正を確保するための体制（いわゆる内部統制システム）の整備方針を

決議いたしました。また、コンプライアンスを含めたリスク管理体制の一層の徹底

ならびに子会社を含めたグループ全体の実効ある内部統制システムの構築の整備・

実施状況を踏まえ、さらなる遂行を図るため、平成19年５月・平成20年５月に見直

しをいたしました。

　その後、平成21年４月24日開催の取締役会において、金融商品取引法に基づき、

財務報告が法令等に従って適正に作成されるための体制を明確化するため、同方針

を下記の内容に改定しております。

　 (内部統制システムに関する基本方針)

　当社は、誠実で透明性の高い経営活動の推進が不可欠と考え、CSR（企業の社会的

責任）を重視した経営理念を策定している。その経営理念の実現を図るべく、取締

役及び取締役会はリスク管理の徹底及び法令等の遵守、並びに業務の適正かつ効率

的な遂行を確保するため、経営活動に関わるすべての行動について会社法に基づき、

内部統制基本方針を策定し、これを実施する。(会社法第362条第４項第６号）

　(1) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　 (会社法施行規則第100条第１項第１号）

　取締役の業務執行について取締役会規則及び社内規則に則り、取締役会議事録、

重要な会議の記録等情報の適切な保存及び管理を行う。

　(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　 (会社法施行規則第100条第１項第２号）

① リスク管理規則、対策本部規定を定め、それに則りコンプライアンス、財務、

情報、品質安全衛生環境、事業継続等に関するリスク管理体制を整備・運用し、

損失の危険の管理を行う。また、必要に応じ研修の実施、マニュアルの作成・

配布等を行う。

② リスクマネジメント委員会は、リスクマネジメントの推進を図り、内部監査

部門の監査等を通じて、リスク管理体制の継続的改善に取り組む。

③ リスクマネジメント委員会によるリスク管理体制の下、役職員はリスク発生

時に迅速な情報伝達及び緊急時の対応を迅速・適切に行う。また、同委員会は

適宜対策本部を設置し、損害の拡大等を防止し、これを最小限に止める活動を

行う。
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　(3) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　 (会社法施行規則第100条第１項第３号）

　取締役による業務執行を適正かつ効率的に行うため、取締役会規則、執行役員

制度、執行役員規則及び決裁権限基準等社内規則を整備し、もって取締役会の活

性化と意思決定の迅速化を図る。

(4) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

　 (会社法第362条第４項第６号）(会社法施行規則第100条第１項第４号）

① 取締役会は、取締役その他役職員の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するため、CSR基本方針、行動規範を定め、企業倫理を確立し、反社会

的勢力排除も含め、コンプライアンスの徹底を図る。

② リスクマネジメント委員会は、コンプライアンスの基本方針またはガイドラ

インを策定し、会社全体のコンプライアンスの推進を図る。各業務執行部門は、

同委員会の方針に従い、研修の実施等により、コンプライアンスの推進を図る。

③ 取締役会は、取締役及び使用人に、業務の執行状況を定期的且つ必要に応じ

て適宜報告させ、取締役及び使用人の職務における法令、定款及び社内規則の

遵守状況を把握する。これにより、法令違反等を未然に防止すべく努めるとと

もに、万一、法令違反等が発生した場合には、違反者を厳正に処分するととも

に、更に再発防止のための社内体制を整備し、運用する。

④ 内部監査部門は、社内規則に則り、内部監査を実施し、使用人の職務におけ

る法令、定款及び社内規則の遵守状況並びにその他業務の遂行状況を検証し、

その結果を取締役会に報告する。

⑤ コンプライアンスに関し、法令違反等の事実の通報を行わせる公益通報者保

護法の趣旨を社内に周知・徹底させるとともに企業不祥事を未然に防止するた

めコンプライアンス相談窓口を設置する。

(5) 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適

正を確保するための体制（会社法施行規則第100条第１項第５号）

① 取締役会は、取締役会規則に則り、グループ会社の経営方針・経営計画その

他経営に関する重要事項を決議し、当社を含めたグループ全体の業務の適正を

確保するための体制を整備する。

② 取締役会は、金融商品取引法その他の法令・指針等に従い、当社及びグルー

プ会社の財務報告の信頼性、有効性を確保するための体制を整備し、当該統制

システムの評価を継続的に行う。

③ 取締役または執行役員は、関係会社管理規定に従い、グループ会社に対して

業務執行における重要事項について報告を求めるとともに必要に応じて協議す

る。
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④ グループ会社各社にコンプライアンス委員会を設置し、研修等を通じてコン

プライアンスの周知・徹底を図る。また、その業態に応じて規則の整備等を行

う。

⑤ 内部監査部門は、取締役会において決議されたグループ会社の経営方針並び

に関係会社管理規定に基づき、内部監査規則に則り、グループ会社の業務遂行

状況及び管理等の適正さについて監査を行い、その結果を取締役会に報告する。

　(6) 監査役に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第１号～第４号）

1) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

　監査役または監査役会が求めた場合には、取締役、執行役員等の指揮命令に

属さない使用人を選任する。

　 2) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　補助すべき使用人に関する人事異動等については、監査役または監査役会の

事前承認を必要とする。

3) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制

① 取締役及び使用人は、法令・定款に違反するおそれのある事項等企業経営

に影響を及ぼす重要な事項について規則を整備し、これに則り監査役に報告

する。

　 ② 内部監査部門は、内部監査に関する結果について監査役に報告する。

　 4) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役及び監査役会は内部監査部門と随時連絡、連携を行い、必要に応じ、

その他関係部門に協力を求めることができる。

② 監査役は業務の適正を確保するために重要な会議へ出席することができる。
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7. 株式会社の支配に関する基本方針

会社法施行規則第118条第３号に定める「株式会社の財務及び事業の方針の決定を

支配する者の在り方に関する基本方針」の内容の概要は以下の通りです。

　 (当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針)

　上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認めら

れており、当社の株式に対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった

場合においても、一概に否定するものではなく、最終的には株主の皆様の意思に

より判断されるべきであると考えております。

　しかしながら、このような当社株式の大規模な買付や買付提案の中には、その

目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす

もの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、対象会社の取締役

会や株主が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案

を提案するための十分な時間や情報を提供しないものなど、不適切なものも少な

くありません。

　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本

理念、企業価値のさまざまな源泉、ならびに当社を支えるステークホルダーとの

信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に

確保、向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、企業価

値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案又は

これに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

として不適切であると考えます。

　そのため、当社取締役会は、万一、当社の支配権の移転を伴う大量買付を意図

する者が現れた場合は、買付者に買付の条件ならびに買収した場合の経営方針、

事業計画等に関する十分な情報を提供させ、当社取締役会や必要な場合には株主

がその内容を検討し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するための十分な時

間を確保することが、最終判断者である株主の皆様に対する当社取締役会の責務

であると考えております。

　（基本方針の実現に資する取組み）

　当社グループは、多数の株主、投資家の皆様に長期的に当社への投資を継続し

ていただくため、企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための取組みと

して、次の諸施策を実施しており、これらの取組みは、上記の基本方針の実現に

資するものと考えております。
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１．「中期経営計画」等による企業価値向上への取組み

　当社グループは、「良質な社会インフラの建設こそが最大の社会貢献」と考え、

安全、環境への配慮と技術に裏打ちされた確かな品質の提供を通じて、株主、顧

客、取引先、従業員のみならず、地域社会にとって魅力のある企業として持続的

に発展することを目指しています。このような意識を役職員で共有するためCSR

（企業の社会的責任）を重視した経営理念ならびに中期ビジョンを策定しており、

これらの理念・ビジョンを達成すべく、中期経営計画を策定し、企業価値向上に

つとめております。

　当社グループを取り巻く環境は、国内につきましては東日本大震災の復旧・復

興により政府建設投資は増加が見込まれますが、民間設備投資の回復には時間が

かかる状況など、厳しい状況が続いております。一方、海外では、当社グループ

の主要市場である東南アジアにおいては、社会資本整備を中心に、建設市場は堅

調に推移することが見込まれます。

当社グループは、変化する経営環境の中、「臨海部ナンバーワン企業」として成

長していくための経営課題を認識し、中期経営計画（2011～2013年度）の達成に

向け、取り組んでいます。

□中期経営計画（2011～2013年度）

○ 目指す企業像

「臨海部ナンバーワン企業」

ゼネコンモデルからコア事業集積モデルへの転換

○ 基本経営方針

(1) 事業量の維持

(2) 競争力の構築

(3) 業務品質のさらなる向上

(4) 新規分野への進出と設備投資

(5) 経営基盤の強化

２．「コーポレート・ガバナンスの強化」による企業価値向上の取組み

　当社は、会社の永続的な成長・発展のため、コーポレート・ガバナンスの充実

を重要な経営課題と位置付けています。そのため経営における意思決定の迅速化、

透明性の向上、公正性の確保を目指した経営体制を構築するとともに、取締役及

び取締役会がリスク管理の徹底及び法令等の遵守、業務の適正かつ効率的な遂行

を確保するため、実効ある内部統制システムの構築に取り組んでいます。
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　○ コーポレート・ガバナンス体制

当社は、１名の社外取締役を選任し、監査役会、内部監査・内部統制担当役

員等と連携を図ることで経営に対する監督機能の強化を図っています。取締役

会の活性化と意思決定の迅速化を図るとともに、業務執行の責任を明確にする

ため執行役員制度を導入し、役員候補や役員報酬案を取締役会に答申する人事

委員会を設置しています。取締役会は原則月２回の開催とし、経営方針、法律

で定められた事項、その他会社規則で定めた重要事項について活発な討議の上、

意思決定を行っております。取締役、執行役員の報酬は、その責任を明確にす

るため、業績と報酬が連動する役員業績評価制度を導入しております。こうし

たコーポレート・ガバナンス体制を採用することで、公正で透明性の高い経営

を行うことができると考えております。

当社は監査役制度を採用しており、そのうち３名が社外監査役です。監査役

は取締役会に常時出席しているほか、執行役員会議をはじめとした社内の重要

会議にも積極的に参加しており、取締役の職務執行を充分に監視する体制を整

えております。

　○ 独立役員

また、当社は、社外役員４名全員について、一般株主と利益相反のおそれが

ないと判断し、当社が上場する金融商品取引所に対し、独立役員として届け出

ております。これら独立役員については、取締役会などにおける業務執行に係

る決定局面等において、一般株主への利益への配慮がなされるよう、必要な意

見を述べるなど、一般株主の利益保護を踏まえた行動をとることが期待されま

す。

　○ コンプライアンスへの取組み

また、コンプライアンスについては、内部統制システムの構築に当たりリス

ク管理体制を明確にするため、平成20年４月にコンプライアンス委員会を発展

的に改組したリスクマネジメント委員会を設置しており、法令遵守はもとより、

社会的規範・倫理を尊重した公明正大な企業活動を確実に実践すべく取り組ん

でいます。

　以上の取組みを通じて、当社グループは企業価値ひいては株主共同の利益の確

保・向上を図ってまいります。
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　 (基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配

されることを防止するための具体的な取組み)

　当社は上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針

の決定が支配されることを防止する取組みとして「当社株式の大規模買付への対

応策」（以下「本プラン」といいます。）を導入しております。

　本プランでは、当社株式に対し20%以上の大規模買付行為（あらかじめ当社取締

役会が同意したものを除き、また市場取引、公開買付等の具体的な買付方法の如

何を問いません。）を行おうとする者（以下「大規模買付者」といいます。）が大

規模買付行為実施前に遵守すべき、大規模買付行為に関する合理的なルール（以

下「大規模買付ルール」といいます。）を定めております。大規模買付ルールは、

当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、

当社取締役会の意見を提供し、更には当社株主の皆様が当社取締役会の代替案の

提示を受ける機会を確保することを目的としております。当社取締役会は、大規

模買付者に対し、大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に

提供することを要請し、当該情報の提供完了後、大規模買付行為の評価検討のた

めの期間を設定し、当社取締役会としての意見形成や必要に応じ代替案の策定を

行い、公表することとします。したがいまして、大規模買付行為は、取締役会の

評価検討の期間の経過後にのみ開始されるものとします。

　大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守した場合は、当社取締役会は、当該

大規模買付行為が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく毀損するこ

とが明白と判断される場合を除き、対抗措置をとりません。ただし、大規模買付

者が、大規模買付ルールを遵守しなかった場合、遵守しても大規模買付行為が当

社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会は、当社企業価値ひいては株

主共同の利益を守ることを目的として、必要性相当性の範囲内において会社法そ

の他の法律及び当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗するこ

とがあります。このように、対抗措置をとる場合には、その判断の合理性及び公

正性を担保するために、当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際

しての客観的な諮問機関として、社外取締役及び社外監査役よりなる独立委員会

を設置しており、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。また、選択

した対抗措置の内容によっては、法令及び定款の定めにしたがって株主総会で決

議を求めること、あるいは独立委員会の勧告に基づいて株主総会の場で株主の皆

様のご承認を求めることなど、株主の皆様の意思を確認するための手続きをとる

ことがあります。

　本プランは、平成22年６月開催の当社第60期定時株主総会において株主の皆様

からご承認を賜り継続しており、その有効期限は平成25年６月開催予定の当社定

時株主総会終結時までとなっております。
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　 (本プランが、基本方針に沿うものであり、当社の企業価値又は株主共同の利益を

損なうものでなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと

について)

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価

値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める

三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の

原則、必要性・相当性確保の原則）を完全に充足しています。また、経済産業省

に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した報告書「近時の諸環

境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっておりま

す。

　本プランは、上述の通り、当社株式に対する大規模買付行為がなされた際に、

当該大規模買付行為に応ずるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社

取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のた

めに買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるもので

す。

　本プランは、当社株主総会により、また、取締役会の決議によりいつでも廃止

することができるため、取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を

阻止できない買収防衛策（デッドハンド型）ではありません。また、定款で取締

役の任期を１年と定めているため、発動を阻止するのに時間がかかる買収防衛策

（スロー・ハンド型）でもありません。

　さらに、当社は、本プランの導入にあたり、本プランの発動及び廃止等の運用

に際しての客観的な諮問機関として、社外取締役及び社外監査役よりなる独立委

員会を設置しております。また、株主の皆様へは、独立委員会の判断の内容につ

いて情報開示をすることとされており、独立委員会によって、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益に資するべく本プランの透明な運用が行われる仕組みが確

保されています。

　したがいまして、本プランは株主の共同の利益を損なうものでなく、会社役員

の地位の維持を目的とするものではありません。

8. 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、将来に備え経営基盤の強化を図るとともに、経営環境や業績などを勘案

し、可能な範囲で、株主の皆様に対して長期的かつ安定的に配当することを基本方

針としております。また、内部留保につきましては、技術開発や設備投資等、企業

価値向上のための投資等に活用し、将来の事業発展を通じて、株主の皆様に還元さ

せていただくこととしております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 注記がない限り、本事業報告中の記載金額及び株式数は表示単位未満の端数を切り捨てて表示

しております。また、比率等は表示桁未満の端数を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成24年３月31日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部)

Ⅰ 流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

未成工事支出金等

た な 卸 不 動 産

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

Ⅱ 固 定 資 産

(1) 有形固定資産

建 物 ・ 構 築 物

機械、運搬具及び工具器具備品

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

(2) 無形固定資産

(3) 投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

　貸 倒 引 当 金

311,917

221,526

63,370

118,610

12,992

11,041

10,607

3,800

2,330

△1,227

90,390

68,507

9,848

9,497

43,612

5,475

72

636

21,246

10,822

6,807

9,854

△6,237

(負 債 の 部) 249,531

Ⅰ 流 動 負 債 205,997

支払手形・工事未払金等 112,842

短 期 借 入 金 45,687

未 払 法 人 税 等 1,179

未成工事受入金等 25,329

完成工事補償引当金 642

賞 与 引 当 金 1,224

工 事 損 失 引 当 金 2,939

そ の 他 16,153

Ⅱ 固 定 負 債 43,533

社 債 10,000

長 期 借 入 金 25,483

再評価に係る繰延税金負債 6,251

退 職 給 付 引 当 金 324

役員退職慰労引当金 137

訴 訟 損 失 引 当 金 350

そ の 他 987

(純 資 産 の 部) 62,385

Ⅰ 株 主 資 本 56,266

資 本 金 30,449

資 本 剰 余 金 18,386

利 益 剰 余 金 7,453

自 己 株 式 △23

Ⅱ その他の包括利益累計額 6,115

その他有価証券評価差額金 △107

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △9

土地再評価差額金 6,194

為替換算調整勘定 36

Ⅲ 少 数 株 主 持 分 3

資 産 合 計 311,917 負 債 純 資 産 合 計 311,917
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

(単位：百万円)

科 目 金 額

Ⅰ 売 上 高

完 成 工 事 高 316,238

開 発 事 業 等 売 上 高 11,766 328,004

Ⅱ 売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 292,108

開 発 事 業 等 売 上 原 価 11,712 303,820

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 24,129

開 発 事 業 等 総 利 益 54 24,183

Ⅲ 販売費及び一般管理費 15,201

営 業 利 益 8,982

Ⅳ 営 業 外 収 益

受 取 利 息 54
受 取 配 当 金
持 分 法 に よ る 投 資 利 益

223
74

不 動 産 賃 貸 料 70

そ の 他 359 781

Ⅴ 営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,812

為 替 差 損 182

そ の 他 319 2,315

経 常 利 益 7,448

Ⅵ 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 88

災 害 損 失 戻 入 額 303

そ の 他 45 437

Ⅶ 特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 403

投 資 有 価 証 券 評 価 損 357

訴 訟 損 失 引 当 金 繰 入 額 350

過 去 勤 務 債 務 償 却 額 290

そ の 他 176 1,576

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,308

法人税、住民税及び事業税 1,593

法 人 税 等 調 整 額 3,095 4,688

少数株主損益調整前当期純利益 1,620

少 数 株 主 損 失 （△） △2

当 期 純 利 益 1,622
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 30,449 18,386 6,384 △22 55,197

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △571 △571

当 期 純 利 益 1,622 1,622

土地再評価差額金取崩額 18 18

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,069 △0 1,068

当 期 末 残 高 30,449 18,386 7,453 △23 56,266

その他の包括利益累計額

少数株主
持 分

純 資 産
合 計

その他有
価証券評
価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 △125 △7 5,327 61 5,255 6 60,460

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △571

当 期 純 利 益 1,622

土地再評価差額金取崩額 18

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

18 △1 866 △24 859 △2 856

当 期 変 動 額 合 計 18 △1 866 △24 859 △2 1,925

当 期 末 残 高 △107 △9 6,194 36 6,115 3 62,385
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連 結 注 記 表

1. 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示している。

2. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　(1) 連結の範囲

　 ① 連結子会社の数 24社

　 すべての子会社を連結している。

　 主要な連結子会社の名称

　 五栄土木㈱、洋伸建設㈱、ペンタビルダーズ㈱、警固屋船渠㈱

　 ② 連結の範囲の変更

　 新規設立により以下の会社を連結の範囲に含めた。

　 ＫＤシッピング社

　 清算結了により以下の８社を連結の範囲から除外した。

ペンタオーシャン・ドレッジング・パナマ社、コスモ・トランスポート・パナマ社、グロ

リア・トランスポート社、レイナ・デル・マール・トランスポート社、ヴィエント・デ

ル・マール・トランスポート社、ベレーザ・デル・マール・トランスポート社、ソル・デ

ル・マール・トランスポート社、ニコシア社

　(2) 持分法の適用

　 ① 持分法適用会社の数 ２社

　 以下の関連会社に対する投資について、持分法を適用している。

　 持分法適用会社の名称

　 羽田空港国際線エプロンＰＦＩ㈱、宮島アクアパートナーズ㈱

　 ② 持分法適用の範囲の変更

　 清算結了により以下の会社を持分法適用の範囲から除外した。

　 中央マリン産業㈱

　 ③ 持分法を適用していない関連会社の名称等

以下の関連会社は、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か

　 らみて、持分法の対象から除いても、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

　 としても重要性がないため、持分法適用の範囲から除外している。

松山環境テクノロジー㈱

　(3) 連結子会社の決算日等に関する事項

連結子会社のうち、在外連結子会社７社の決算日は12月31日である。連結計算書類作成にあたっ

ては、同決算日現在の計算書類を使用している。ただし１月１日から３月31日までの期間に発生

した重要な取引については連結上必要な修正を行っている。

上記以外の連結子会社17社の決算日は連結計算書類提出会社と同一である。

　(4) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券…………償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの…………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
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時価のないもの…………… 移動平均法による原価法

② デリバティブ………………… 時価法

なお、ヘッジ取引についてはヘッジ会計によっている。
③ たな卸資産

未成工事支出金…………… 個別法による原価法

たな卸不動産………………個別法による原価法

材料貯蔵品………………… 先入先出法による原価法

なお、未成工事支出金を除くたな卸資産の連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定している。

　(5) 重要な固定資産の減価償却方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）………… 当社及び国内連結子会社は主として定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法によ

っており、在外連結子会社は主に定額法を採用している。

　 なお、耐用年数及び残存価額は主として法人税法の定めと同一の基準によっている。

② 無形固定資産（リース資産を除く）………… 定額法

　 ただし、採掘権については生産高比例法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっている。

③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るもの）…………定額法

耐用年数はリース期間とし、残存価額は零としている。

④ 長期前払費用………………… 定額法

　(6) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率を基礎にした将来

の貸倒損失の発生見込率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上している。

　 ② 完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の実績を基礎に将来の瑕疵補償見込を加味

して計上している。

　 ③ 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給対象期間基準を基礎とした支給見込額

を計上している。

　 ④ 工事損失引当金

当連結会計年度末手持工事のうち、損失の発生が見込まれるものについて将来の損失に備える

ため、その損失見込額を計上している。

　 ⑤ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上している。ただ

し、年金資産の額が退職給付債務に未認識会計基準変更時差異及び未認識数理計算上の差異を

加減した額を超過している場合には、前払年金費用（投資その他の資産「その他」）として計

上している。

なお、一部の連結子会社の退職一時金制度については簡便法（期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法）により計上している。

　会計基準変更時差異については、15年で均等按分した額を費用処理している。
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また、過去勤務債務は全額発生時の損益として計上することとしており、各連結会計年度の数

理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定

額法により、それぞれの発生年度の翌連結会計年度から費用処理することとしている。

（追加情報）

当連結会計年度において当社の退職金規定を改訂したことに伴い、過去勤務債務（債務の増

額）が290百万円発生している。

　 ⑥ 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社は、役員退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定（内規）に基

づく連結会計年度末要支給額を計上している。

　 ⑦ 訴訟損失引当金

訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を見積り、必要と認められる

額を計上している。

　(7) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 ① 売上高及び売上原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用

している。

　 ② 繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用として処理している。

　 ③ ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用している。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を採用している。

　 ④ 消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

　 ⑤ 連結納税制度の適用

当連結会計年度から連結納税制度を適用している。

3. 表示方法の変更

(1) 前連結会計年度において区分掲記していた「特別利益」の「投資有価証券売却益」（当連結会計

年度0百万円）は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当連結会計年度より「特別

利益」の「その他」に含めて表示している。

(2) 前連結会計年度において「特別損失」の「その他」に含めて表示していた「固定資産除却損」

（前連結会計年度192百万円）は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当連結会計年

度より区分掲記している。

(3) 前連結会計年度において「特別損失」の「その他」に含めて表示していた「投資有価証券評価

損」（前連結会計年度18百万円）は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当連結会

計年度より区分掲記している。

(4) 前連結会計年度において区分掲記していた特別損失の「減損損失」（当連結会計年度68百万円）

は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当連結会計年度より特別損失の「その他」

に含めて表示している。

(5) 前連結会計年度において区分掲記していた特別損失の「貸倒引当金繰入額」（当連結会計年度27

百万円）は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当連結会計年度より特別損失の

「その他」に含めて表示している。
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4. 追加情報

　 （会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）

を適用している。

　 （法人税率の変更等による影響）

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４

月１日以後開始する連結会計年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われること

となった。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は40.69%か

ら、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解

消が見込まれる一時差異等については38.01%に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に

解消が見込まれる一時差異等については35.64%にそれぞれ変更となる。これにより、繰延税金資産

は798百万円減少し、法人税等調整額は798百万円増加している。

また、再評価に係る繰延税金負債は885百万円減少し、土地再評価差額金は885百万円増加してい

る。

5. 連結貸借対照表関係

(1) たな卸資産及び工事損失引当金の表示
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建て

で表示している。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

137百万円である。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 80,855百万円

　(3) 担保に供している資産

　 下記資産は工事契約保証金の代用等として差入れている。

　 投資有価証券 272百万円

　(4) 保証債務

　 銀行借入金保証 1,171百万円

　 住宅分譲前金保証 176百万円

(5) 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、平成12年３月31日付で事

業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に対する税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

している。

なお、再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額は、

12,953百万円である。
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6. 連結損益計算書関係

売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 2,512百万円

7. 連結株主資本等変動計算書関係

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数
　 普通株式 286,013千株

(2) 配当に関する事項
　 ①配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 571 2.00

平成23年

３月31日

平成23年

６月30日

　 ②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 571 2.00

平成24年

３月31日

平成24年

６月29日
平成24年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を上記のとお

り提案しております。なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

8. 金融商品関係

(1) 金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用について短期的な預金等に限定し、また、資金調達については社債及

び銀行借入によっている。

受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、内部管理規程に従って、リスク低減

を図っている。また、外貨建のものは、為替の変動リスクに晒されているが、先物為替予約を利

用してヘッジしている。投資有価証券は、主に株式、満期保有目的の債券及び投資信託であり、

定期的に時価や発行体の財務状況等の把握を行っている。未収入金は、主に工事に係る立替金等

の営業取引に基づいて発生した売上債権以外の債権であり、そのほとんどが短期的に回収するも

のであり、月次に残高管理を行っている。

社債及び借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金の金利変動リスクに対して

金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施している。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引の目的・実行及び管理を明確にした内部管理規

程に従って行っており、投機目的のデリバティブ取引は行わない。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　 平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおり

　 である。
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　 連結貸借対照表

計上額（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）
①現金預金 63,370 63,370 －
②受取手形・完成工事未収入金等 118,610 118,591 △19
③未収入金 10,607 10,607 －
④投資有価証券 7,593 7,599 6
⑤支払手形・工事未払金等 (112,842) (112,842) －
⑥短期借入金 (24,932) (24,932) －
⑦社債 (10,000) (9,821) △179
⑧長期借入金 (※1) (46,237) (46,558) 320
⑨デリバティブ取引 (※2) (15) (15) －
(※1) 長期借入金には1年以内返済予定の長期借入金も含まれている。
(※2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示している。

(注1) 金融商品の時価の算定方法に関する事項
　 ①現金預金、③未収入金

　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

　 よっている。

　 ②受取手形・完成工事未収入金等

　 これらの時価は、一定期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リス

　 クを加味した利率により割り引いた現在価値によっている。

　 ④投資有価証券

投資有価証券の時価については、株式及び債券は取引所の価格等によっている。また、投資

信託は公表されている基準価格によっている。

　 ⑤支払手形・工事未払金等、⑥短期借入金

　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

　 よっている。

　 ⑦社債、⑧長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規発行・借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっている。変動金利による長期借入金は金利スワップ

の特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額

を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方

法によっている。

　 ⑨デリバティブ取引

　 為替予約取引によるものであり、時価は先物為替相場によっている。なお、金利スワップの

　 特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

　 め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。

(注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額3,229百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ
シュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「④投資有価証券」には含めていない。

9. 一株当たり情報

(1) 一株当たりの純資産 218円 19銭

(2) 一株当たりの当期純利益 5円 67銭

10. 重要な後発事象

　 該当事項なし。
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　連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成24年５月18日
五洋建設株式会社

　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 本 禎 良 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 櫻 井 均 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 川 政 人 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、五洋建設株式会社の平成
23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
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当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、五洋建設株式会社及び連結子会社からなる企
業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
(平成24年３月31日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部)

Ⅰ 流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完成工事未収入金

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

開発事業等支出金

材 料 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

Ⅱ 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

(2) 無 形 固 定 資 産

(3) 投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

293,775

208,219

57,112

9,773

103,083

7,110

10,518

3,323

1,042

582

11,531

3,682

1,661

△1,203

85,555

58,581

8,799

2,294

324

42,011

72

5,078

581

26,392

10,607

1,344

4,779

6,010

174

6,613

2,741

△5,879

(負 債 の 部) 235,504

Ⅰ 流 動 負 債 193,138

支 払 手 形 21,928

工 事 未 払 金 82,236

短 期 借 入 金 43,682

未 払 金 1,541

未 払 法 人 税 等 987

未 成 工 事 受 入 金 24,736

預 り 金 10,191

完成工事補償引当金 639

賞 与 引 当 金 1,077

工 事 損 失 引 当 金 2,787

そ の 他 3,329

Ⅱ 固 定 負 債 42,366

社 債 10,000

長 期 借 入 金 25,318

再評価に係る繰延税金負債 6,251

訴 訟 損 失 引 当 金 350

関係会社開発事業損失引当金 86

そ の 他 361

(純 資 産 の 部) 58,270

Ⅰ 株 主 資 本 52,192

(1) 資 本 金 30,449

(2) 資 本 剰 余 金 18,386

資 本 準 備 金 12,379

その他資本剰余金 6,007

(3) 利 益 剰 余 金 3,379

その他利益剰余金 3,379

繰 越 利 益 剰 余 金 3,379

(4) 自 己 株 式 △23

Ⅱ 評価・換算差額等 6,077

　 (1) その他有価証券評価差額金 △107

(2) 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △9

(3) 土地再評価差額金 6,194

資 産 合 計 293,775 負 債 純 資 産 合 計 293,775
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損 益 計 算 書

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

(単位：百万円)

科 目 金 額

Ⅰ 売 上 高

完 成 工 事 高 305,955

開 発 事 業 等 売 上 高 2,621 308,576

Ⅱ 売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 283,099

開 発 事 業 等 売 上 原 価 2,882 285,982

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 22,855

開 発 事 業 等 総 損 失 261 22,594

Ⅲ 販売費及び一般管理費 13,837

営 業 利 益 8,756

Ⅳ 営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 768

そ の 他 309 1,078

Ⅴ 営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,820

為 替 差 損 124

そ の 他 290 2,235

経 常 利 益 7,598

Ⅵ 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 73

災 害 損 失 戻 入 額 268

そ の 他 27 369

Ⅶ 特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 367

訴 訟 損 失 引 当 金 繰 入 額 350

過 去 勤 務 債 務 償 却 額 290

投 資 有 価 証 券 評 価 損 344

そ の 他 116 1,468

税 引 前 当 期 純 利 益 6,499

法人税、住民税及び事業税 1,233

法 人 税 等 調 整 額 3,182 4,415

当 期 純 利 益 2,083
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株主資本等変動計算書

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

その他
利 益
剰余金 利 益

剰余金
合 計資 本

準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

繰 越
利 益
剰余金

当 期 首 残 高 30,449 12,379 6,007 18,386 1,848 1,848 △22 50,662

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △571 △571 △571

当 期 純 利 益 2,083 2,083 2,083

土地再評価差額金取崩額 18 18 18

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 1,530 1,530 △0 1,529

当 期 末 残 高 30,449 12,379 6,007 18,386 3,379 3,379 △23 52,192

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △123 △7 5,327 5,196 55,859

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △571

当 期 純 利 益 2,083

土地再評価差額金取崩額 18

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

15 △1 866 881 881

当 期 変 動 額 合 計 15 △1 866 881 2,411

当 期 末 残 高 △107 △9 6,194 6,077 58,270
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個 別 注 記 表

1. 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示している。

2. 重要な会計方針

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

時価のないもの………………移動平均法による原価法

② デリバティブ……………………時価法

なお、ヘッジ取引についてはヘッジ会計によっている。
③ たな卸資産

販売用不動産……………………個別法による原価法

未成工事支出金…………………個別法による原価法

開発事業等支出金………………個別法による原価法

材料貯蔵品………………………先入先出法による原価法

なお、未成工事支出金を除くたな卸資産の貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定している。

　(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）………… 定率法

　 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法

　 なお、耐用年数及び残存価額は法人税法の定めと同一の基準によっている。

② 無形固定資産（リース資産を除く）………… 定額法

　 ただし、採掘権については生産高比例法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっている。

③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るもの）…………定額法

なお、耐用年数はリース期間とし、残存価額は零としている。

④ 長期前払費用……………………定額法

　(3) 引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率を基礎にした将

来の貸倒損失の発生見込率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上している。

　 ② 完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の実績を基礎に将来の瑕疵補償見込を加味

して計上している。
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　 ③ 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給対象期間基準を基礎とした支給見込額

を計上している。

　 ④ 工事損失引当金

当事業年度末手持工事のうち、損失の発生が見込まれるものについて将来の損失に備えるた

め、その損失見込額を計上している。

　 ⑤ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上している。ただし、年金資

産の額が退職給付債務に未認識会計基準変更時差異及び未認識数理計算上の差異を加減した額

を超過している場合には、前払年金費用（投資その他の資産「その他」）として計上している。

なお、会計基準変更時差異については、15年で均等按分した額を費用処理している。

また、過去勤務債務は全額発生時の損益として計上することとしており、各事業年度の数理計

算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法

により、翌事業年度から費用処理することとしている。

（追加情報）

当事業年度において退職金規定を改訂したことに伴い、過去勤務債務（債務の増額）が290百

万円発生している。

　 ⑥ 訴訟損失引当金

訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を見積り、必要と認められる

額を計上している。

　 ⑦ 関係会社開発事業損失引当金

関係会社における開発事業の損失に備えるため、関係会社の資産内容、事業計画等を個別に検

討し、当社が損失を負担することが見込まれる額を計上している。

　(4) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用してい

る。

　(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 ① 繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用として処理している。

　 ② ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用している。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を採用している。

　 ③ 消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

　 ④ 連結納税制度の適用

当事業年度から連結納税制度を適用している。

3. 表示方法の変更

(1) 前事業年度において区分掲記していた特別利益の「保険差益」（当事業年度0百万円）は、金額的

重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当事業年度より特別利益の「その他」に含めて表示し

ている。
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(2) 前事業年度において区分掲記していた特別利益の「投資有価証券売却益」（当事業年度0百万円）

は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当事業年度より特別利益の「その他」に含

めて表示している。

(3) 前事業年度において特別損失の「その他」に含めて表示していた「固定資産除却損」（前事業年

度189百万円）は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当事業年度より区分掲記し

ている。

(4) 前事業年度において特別損失の「その他」に含めて表示していた「投資有価証券評価損」（前事

業年度17百万円）は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当事業年度より区分掲記

している。

(5) 前事業年度において区分掲記していた特別損失の「減損損失」（当事業年度43百万円）は、金額

的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当事業年度より特別損失の「その他」に含めて表示

している。

(6) 前事業年度において区分掲記していた特別損失の「貸倒引当金繰入額」（当事業年度27百万円）

は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当事業年度より特別損失の「その他」に含

めて表示している。

4. 追加情報

　 （会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を

適用している。

　 （法人税率の変更等による影響）

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４

月１日以後開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとな

った。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は40.69%から、

平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれ

る一時差異等については38.01%に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる

一時差異等については35.64%にそれぞれ変更となる。これにより、繰延税金資産は770百万円減少

し、法人税等調整額は769百万円増加している。

また、再評価に係る繰延税金負債は885百万円減少し、土地再評価差額金は885百万円増加してい

る。

5. 貸借対照表関係

(1) たな卸資産及び工事損失引当金の表示
　 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建て

で表示している。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

137百万円である。
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(2) 有形固定資産の減価償却累計額 55,149百万円

(3) 関係会社に対する短期金銭債権 3,792百万円

　 関係会社に対する長期金銭債権 4,654百万円

　 関係会社に対する短期金銭債務 8,087百万円

　 関係会社に対する長期金銭債務 0百万円

　(4) 担保に供している資産

　 下記資産は、工事契約保証金の代用等として差入れている。

　 投資有価証券 191百万円

　 関係会社株式 75百万円

　(5) 保証債務

　 銀行借入金保証 1,359百万円

　 住宅分譲前金保証 176百万円

(6) 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、平成12年３月31日（第50

期）付で事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に対する税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産

の部に計上している。

なお、再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額は、

12,953百万円である。

6. 損益計算書関係

(1) 工事進行基準による完成工事高 274,235百万円

(2) 売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 2,362百万円

(3) 関係会社との取引高

　 売上高のうち関係会社に対する部分 4,328百万円

　 売上原価のうち関係会社からの仕入高 25,324百万円

　 関係会社との営業取引以外の取引高 3,066百万円

7. 株主資本等変動計算書関係

　自己株式の種類及び数 普通株式 102千株
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8. 税効果会計

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　繰延税金資産

　 繰越欠損金 5,929百万円

　 退職給付信託財産 2,320百万円

　 減損損失 1,350百万円

　 販売用不動産等評価損 1,248百万円

　 その他 3,365百万円

　繰延税金資産小計 14,213百万円

　評価性引当額 △3,634百万円

　繰延税金資産合計 10,579百万円

　繰延税金負債

　 前払年金費用 △274百万円

　 その他 △8百万円

　繰延税金負債合計 △283百万円

　繰延税金資産の純額 10,295百万円

9. リースにより使用する固定資産

　 貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している電子計算機等がある。

10. 関連当事者との取引

　 子会社

種類 会社等の名称
議決権の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

子会社
アンド ロ メ
ダ・ファイブ
社

100％
（―）

当社グルー
プに対して
船舶等の賃
貸等をして
いる。

資金の
貸付

4,687 「投資その
他の資産」

「長期貸付金」
4,382

資金の
回収

180

利息の
受取

119
「流動資産」
「その他」

65

子会社

ペンタオーシ
ャン・ドレッ
ジング・パナ
マ社

100％
（―）

当社グルー
プに対して
船舶等の賃
貸をしてい
る。

資金の
回収

4,191 － －

利息の
受取

13 － －

取引条件及び取引条件の決定方針

資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。
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11. 一株当たり情報

(1) 一株当たりの純資産 203円 81銭

(2) 一株当たりの当期純利益 7円 29銭

12. 重要な後発事象

　 該当事項なし。
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　会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成24年５月18日
五洋建設株式会社

　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 本 禎 良 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 櫻 井 均 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 川 政 人 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、五洋建設株式会社
の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第62期事業年度の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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　監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第62期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状
況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、
情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載され
ている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容
及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内
部統制については、取締役等及び新日本有限責任監査法人から当該内部統制の
評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。事
業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロ
の各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その
内容について検討を加えました。子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属
明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の
職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点に
おいて重要な欠陥はない旨の報告を取締役等及び新日本有限責任監査法
人から受けております。

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する
者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められま
せん。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取
組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損
なうものではなく、かつ、当社の役員の地位の維持を目的とするもので
はないと認めます。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

　 平成24年５月23日
五洋建設株式会社 監査役会

常勤監査役 俵 輝 美 ㊞
常勤監査役 黒 川 薫 ㊞
常勤監査役 笹 野 真 民 ㊞
監査役 亀 山 和 則 ㊞

(注) 監査役黒川薫、監査役笹野真民、及び監査役亀山和則は、会社法第２条第16号
及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
　第１号議案 剰余金処分の件

　当社は、将来に備え経営基盤の強化を図るとともに、経営環境や業績などを勘案

し、可能な範囲で、株主の皆様に対して長期的かつ安定的に配当することを基本方

針としております。

　剰余金の処分につきましては、当期の業績、財務健全化の進捗及び今後の事業展

開等を総合的に勘案いしたしまして、以下の通りといたしたいと存じます。

　 ①配当財産の種類

　 金銭

　 ②配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき２円 総額571,822,678円

　 ③剰余金の配当が効力を生ずる日

　 平成24年６月29日
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　第２号議案 取締役10名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって現在の取締役８名全員が任期満了となります。

　経営体制の一層の強化を図るため、取締役２名を増員することとし、取締役10名

の選任をお願いしたいと存じます。

　 取締役候補者は、次の通りであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

１

村
むらしげ

重　芳 雄
よ し お

(昭和16年４月11日生)

昭和40年４月 当社入社

97,500株

平成10年６月 当社取締役 中国支店副支店長
平成12年４月 当社取締役 中国支店長
平成12年６月 当社常務取締役 同上
平成14年６月 当社常務執行役員 同上
平成17年４月 当社専務執行役員 同上
平成17年６月 当社代表取締役 兼 執行役員副社長

土木部門担当
平成18年３月 当社代表取締役 兼 執行役員副社長

土木部門担当 兼 土木営業本部長
平成18年５月 当社代表取締役社長 兼 執行役員社長

(現在に至る)
平成20年５月 社団法人日本埋立浚渫協会 会長

(現在に至る)

２

津
つ

田 映
だ はゆる

(昭和26年３月23日生)

昭和48年４月 当社入社

65,574株

平成12年６月 当社取締役 管理本部長 兼 財務部長
平成13年10月 当社取締役 経営管理本部長 兼 財務部長
平成14年４月 当社常務取締役 同上
平成14年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 同上
平成15年４月 当社取締役 兼 執行役員

経営管理本部長
平成16年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 同上
平成18年４月 当社取締役 兼 専務執行役員 同上
平成18年５月 当社代表取締役 兼 専務執行役員 同上
平成19年４月 当社代表取締役 兼 専務執行役員

経営管理本部長 兼 国際事業本部担当
兼 CSR推進委員会担当

平成20年４月 当社代表取締役 兼 専務執行役員
経営管理本部長 兼 CSR推進室長
兼 安全環境担当 兼 国際事業本部担当

平成22年６月 当社代表取締役 兼 専務執行役員
経営管理本部長 兼 安全環境担当
兼 国際事業本部担当 兼 営業担当

平成22年10月 当社代表取締役 兼 執行役員副社長
営業担当 兼 経営管理本部長
兼 安全品質環境担当 兼 国際事業本部担当

平成23年４月 当社代表取締役 兼 執行役員副社長
営業担当 兼 安全品質環境担当
兼 事務担当 兼 国際担当

平成24年４月 当社代表取締役 兼 執行役員副社長
営業担当 兼 安全品質環境担当
(現在に至る）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

３

井
い だ

田　潔 志
き よ し

(昭和24年２月23日生)

昭和46年４月 当社入社

46,000株

平成16年６月 当社執行役員 北陸支店長
平成17年６月 当社常務執行役員 中国支店長
平成20年４月 当社専務執行役員 土木部門長

兼 土木本部長 兼 技術研究所担当
平成20年６月 当社取締役 兼 専務執行役員 同上
平成21年４月 当社取締役 兼 専務執行役員

土木部門長
平成22年10月 当社取締役 兼 執行役員副社長

営業担当 兼 安全品質環境担当
(現在に至る）

４

近
こんどう

藤　浩 右
こうすけ

(昭和26年11月６日生)

昭和51年４月 当社入社

38,000株

平成14年６月 当社執行役員 東京支社土木支店長
平成15年12月 当社執行役員

土木部門土木営業本部副本部長
兼 技術研究所担当

平成16年６月 当社執行役員
土木部門土木営業本部副本部長

平成17年４月 当社常務執行役員
土木部門土木営業本部長

平成17年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 同上
平成18年３月 当社取締役 兼 常務執行役員

土木部門担当
平成19年４月 当社取締役 兼 常務執行役員

土木部門土木営業本部長
平成22年10月 当社取締役 兼 専務執行役員

土木部門長 兼 土木部門土木営業本部長
平成23年４月 当社取締役 兼 専務執行役員

土木部門長 兼 土木部門土木営業本部長
兼 技術研究所担当 兼 2020事業室長
兼 技術戦略室長

平成24年４月 当社取締役 兼 専務執行役員
土木部門長 兼 技術研究所担当
兼 2020事業室長 兼 技術戦略室長
(現在に至る）

５

山
やました

下　純 男
す み お

(昭和28年１月29日生)

昭和50年４月 当社入社

11,000株

平成18年４月 当社執行役員 名古屋支店長
平成21年４月 当社常務執行役員

建築部門建築営業本部長
平成22年４月 当社常務執行役員 建築部門長

兼 建築部門建築営業本部長
兼 購買部担当

平成22年６月 当社取締役 兼 常務執行役員
建築部門長 兼 建築部門建築営業本部長
兼 購買部担当

平成24年４月 当社取締役 兼 専務執行役員 兼 同上
(現在に至る）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

６

佐々木　
さ さ き

邦 彦
くにひこ

(昭和26年８月６日生)

昭和49年４月 当社入社

50,000株

平成18年４月 当社執行役員 人事部長
兼 総務本部副本部長

平成19年４月 当社執行役員 人事部長
兼 経営管理本部副本部長

平成20年６月 当社取締役 兼 執行役員 同上
平成21年４月 当社取締役 兼 執行役員

経営管理本部副本部長 兼 人事部担当
平成22年６月 当社取締役 兼 執行役員

経営管理本部副本部長 兼 CSR推進室長
兼 人事部担当

平成23年４月 当社取締役 兼 常務執行役員
経営管理本部長 兼 CSR推進室長
兼 人事部担当

平成24年４月 当社取締役 兼 専務執行役員
経営管理本部長 兼 CSR推進室長
(現在に至る）

＊
７

柿
かきもと

本　泰 二
や す じ

(昭和25年10月25日生)

昭和49年４月 当社入社

15,000株

平成18年４月 当社執行役員 国際事業本部長
平成22年４月 当社常務執行役員 同上

(現在に至る）

＊
８

清
し み ず

水　琢 三
たくぞう

(昭和33年６月８日生)

昭和58年４月 当社入社

20,000株

平成21年４月 当社執行役員 名古屋支店長
平成24年４月 当社常務執行役員

土木部門土木営業本部長
(現在に至る）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

＊
９

中
なかみつ

満　祐 二
ゆ う じ

(昭和33年８月１日生)

昭和56年４月 当社入社

7,500株

平成23年４月 当社執行役員
東京建築支店副支店長
(現在に至る）

＊
１０

小
お は ら

原　久
ひさのり

典　
(昭和26年１月23日生)

昭和48年４月 株式会社富士銀行入行

0株

平成14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行
執行役員大手町営業第二部長

平成15年６月 芙蓉総合リース株式会社
常務取締役営業推進部長

平成16年５月 同社常務取締役
平成21年４月 同社専務取締役
平成24年２月 同社取締役
平成24年４月 同社顧問（非常勤）

(現在に至る)

（＊は新任候補者であります。）

(注) 1. 各候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。

2. 小原久典氏は、社外取締役候補者であります。

なお、第２号議案をご承認いただいた場合には、当社と小原久典氏との間

で、当社定款第29条第２項に基づき、損害賠償責任を限定する契約を締結

する予定です。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社

法第425条第１項に定める最低責任限度額といたします。

3. 小原久典氏を社外取締役候補者とした理由は、次の通りです。

小原久典氏は、これまで芙蓉総合リース株式会社の専務取締役を務めるな

ど、企業経営に関する豊富な経験と広い知識を有していることから、当社

の経営の重要事項の決定と業務遂行の監督等に十分な役割を果たすことが

できると考えております。

4. 小原久典氏は、当社が上場する金融商品取引所の定める、独立役員の要件

を満たしております。
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　第３号議案 監査役２名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって、監査役黒川薫氏及び笹野真民氏が任期満了と

なります。つきましては、監査役２名の選任をお願いしたいと存じます。

　監査役候補者は、次の通りであります。

　 なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

＊
１

樋
ひ ぐ ち

口　達 士
た つ し

(昭和27年４月13日生)

昭和50年４月 株式会社日本興業銀行入行

0株

平成12年４月 同行福島支店長
平成14年７月 株式会社みずほコーポレート銀行

外為業務部長
平成17年４月 ユニプレス株式会社

常務執行役員経理部長
平成22年５月 株式会社ビジネス・チャレンジド

代表取締役社長
平成24年５月 同社顧問

(現在に至る)

＊
２

福
ふ く だ

田　博 長
ひろなが

(昭和29年６月11日生)

昭和52年４月 安田生命保険相互会社入社

0株

平成16年１月 明治安田生命保険相互会社
東北法人部長

平成17年４月 同社東北公法人部長
平成18年４月 同社総合福祉業務部長
平成20年４月 同社理事公法人第一部長
平成22年４月 明治安田ライフプランセンター株式会社

代表取締役社長
平成24年４月 同社顧問

(現在に至る)

（＊は新任候補者であります。）

(注) 1. 各候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。

2. 樋口達士氏及び福田博長氏は、いずれも会社法第２条第16号及び第335条第

３項に定める社外監査役候補者であります。

なお、第３号議案をご承認いただいた場合に、当社は樋口達士氏及び福田

博長氏との間で、当社定款第40条第２項に基づき、損害賠償責任を限定す

る契約を締結する予定です。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限

度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額といたします。

3. 樋口達士氏及び福田博長氏を監査役候補者とした理由は、次の通りです。

樋口達士氏は、これまで株式会社ビジネス・チャレンジドの代表取締役社

長を務めるなど、企業経営に関する豊富な経験と広い知識を有しているこ

とから、当社の監査体制強化に十分な役割を果たすことができると考えて

おります。

福田博長氏は、これまで明治安田ライフプランセンター株式会社の代表取
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締役社長を務めるなど、企業経営に関する豊富な経験と広い知識を有して

いることから、当社の監査体制強化に十分な役割を果たすことができると

考えております。

4. 樋口達士氏及び福田博長氏はいずれも、当社が上場する金融商品取引所の

定める、独立役員の要件を満たしております。

以 上
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総会々場ご案内図

・交 通 ＊JR総武線飯田橋駅東口から徒歩５分
　 ＊地下鉄東西線飯田橋駅Ａ３出口から徒歩５分
　 ＊地下鉄有楽町線飯田橋駅Ｂ１出口から徒歩５分
　 ＊地下鉄南北線飯田橋駅Ｂ１出口から徒歩５分
　 ＊地下鉄大江戸線飯田橋Ｃ２、Ｃ３出口から徒歩５分
　 ≪以上、各駅とも飯田橋交差点方面出口から≫
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